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護基準の設定のあり方を検討するために欠かせ

ないことであろう。

　Ⅱ　終戦直後の生活援護の基準

１　「生活困窮者緊急生活援護要綱」と生活援

護の基準

　1945 年 8 月の終戦によって日本の社会、経

済情勢が急激に変化し、戦災、引揚げ、離職、

インフレの昂進等により生活に困窮し、公的扶

助を必要とする要援護者が著しく増加した。厚

生省による 1945 年 12 月末現在の要援護世帯人

員の調査によれば、戦災者、引揚者、離職者、

復員軍人、軍人家族、在外者留守家族、傷痍軍人、

一般生活困窮者の総世帯数 928 万 4745 のうち、

要援護世帯数は 81 万 6014、人員にして 304 万

5357 人となっていた。これらの要援護者が必

要とする援護の内容は職業の斡旋、住居の提供、

食糧及び衣類の給与、その他多岐にわたってい

る（１）。救護法をはじめ母子保護法、軍事扶助

法、戦時災害保護法及び医療保護法等の法律は

そのまま存続していたが、相互に関係づけられ

ていなく、救護の程度、方法も区々であり、医

療保護法を除きいずれも救護の対象が限定的で

あったため、援護から洩れる多数の生活困窮者

を生ずる恐れが生じた（２）。そこで、日本政府は、

食糧確保および失業対策に関して一連の閣議決

戦後日本における生活保護基準の法制化過程
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　Ⅰ　はじめに

　生活保護制度は、日本国憲法第 25 条に基づ

き、生活困難に陥った国民が最後に拠り所とす

る社会保障制度の基本をなすものであり、国家

責任に基づき、健康で文化的な最低限度の生活

を保障することを目的とし、そのための生活保

護基準の設定を要求している。つまり、生活保

護基準は、保護の内容である健康で文化的な最

低限度の生活を実質的に規定するものであっ

て、その適否は、法目的の達成と切り離せない

関係がある。

　本稿は、戦後日本の政治社会状況の中に位置

づけつつ、法的アプローチにより生活保護基準

の法制化過程を系統的に検討して、そこに見ら

れる特徴と問題点を明らかにしようとするもの

である。こうして生活保護基準の法制化過程に

おける諸問題を解明することは、今後の生活保



（１）木村忠二郎『改正生活保護法の解説』35 頁（時事

通信社、1950 年）。

（２）内藤誠夫『生活保護法の解釈』18 頁（日本社会事

業協会、1947 年）。なお、従来の救護法、母子保護法、
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定を行い、緊急対策を講じたが、援護の対象を

限定することなく生活困窮者全般に対して必要

な援護を行うことを目的として、1945 年 12 月

15 日「生活困窮者緊急生活援護要綱」を閣議

決定し、翌年 4 月から実施することにした。こ

の要綱は終戦後の混乱状態において生活に困っ

た者を救済するために、とりあえず予算措置で

生活援護を行うという考え方に基づいて制定さ

れたものであり、一種の臨時応急的な措置で

あって、一般的公的扶助制度とはいい難いとい

うことである（３）。この要綱の中で、生活援護

の方法について、第 2 項では「生活援護ヲ要ス

ル者ノ世帯ノ実情ニ応ジ左ノ方法ニ依ルモノト

ス／一　宿泊施設、給食施設及救療施設ノ拡充

／二　衣料、寝具其ノ他ノ生活必需品ノ給与／

三　食料品ノ補給／四　生業ノ指導斡旋／五　

自家用消費物資、生産資材ノ給与又ハ貸与」と

規定した。生活援護の基準についての定めはな

かった。しかし、この要綱は、軍事扶助法によ

る扶助額に比して低い救護法による救護額を前

者と同額に引き上げるために制定されたもので

あり（４）、実際上、援護の基準は軍事扶助額に

相当する額によって定められていた。

２　ＳＣＡＰＩＮ４０４における最低生活維持

の思想と日本政府の対応

　戦後日本における生活保護行政法制の形成過

程において、ＧＨＱが最初に日本政府に発した

直接に社会救済と関わりのある覚書は、ＳＣＡ

ＰＩＮ４０４「救済ならびに福祉計画に関する

件」（1945 年 12 月 8 日）であった。この覚書

は、生活援護の基準を示していなかったが、戦

後の公的扶助民主化の基本となる最低生活維持

と国による無差別平等の救済原則が示されたこ

とである。具体的に言えば、「家計ソノ他収入

源泉ガ規定サレタ期間中最低生活ヲ維持スルニ

不十分ナ国民ヲ救済スル適当ナ措置ヲ展開」す

ると、最低生活の維持が強調され、また、救済

の対象を「失業者及ビソノ他貧困者」とする規

定により、旧来の救貧制度における対象者の制

限主義が破られ、さらに、「日本政府ハ日本ニ

オケル個人モシクハ集団ガ労働能力ノ欠如、失

業アルイハ政治的宗教的並ニ経済的諸理由ニヨ

リ諸種ノ供給ノ配給ニ差別待遇ヲ受ケルコトヲ

防止スル適当ナ措置ヲ即時講ズベキデアル」と

し、生活困難に陥った原因による差別的な取り

扱いが禁止され、しかも政府がこれに対して直

接に責任を負うべきであるとされた。この覚書

には「国家責任による」生活保障という文言が

使用されていないが、「国による無差別平等の

最低生活の維持という、いわばナショナル・ミ

ニマム（National Minimum）に近い考え方を

打ち出し」ていたということができる（５）。

　日本政府は、1945 年 12 月 31 日「救済福祉

に関する件」と題する回答をＧＨＱに提出した。

その内容は、前記の要綱と基本的に変わりな

く、文言としてはＳＣＡＰＩＮ４０４に迎合し

たものであった。援護の程度について、回答は、

冒頭で「最低生活ヲ保障」することと述べ、具

体的に「援護ハ標準世帯（家族 5 人）ニ付月額

200 円ヲ限度」とした。しかし、実際にこの額

は最低生活を維持できる額ではなかった。厚生

省社会局保護課が行った「要保護世帯生活費実

情調査」（1945 年 12 月現在）によっても、生

軍事扶助法、戦時災害保護法及び医療保護法は旧生活

保護法が施行されるまで各々の適用範囲において機能

していたが、旧生活保護法の実施とともにその必要が

なくなり、廃止されることとなった。

（３）厚生省社会局編『社会局 30 年』94 頁（厚生省社会局、

1950 年）。

（４）松本征二・仲村優一対談「終戦前後」『生活保護

三十年史』104 頁（社会福祉調査会、1981 年）。松本

征二は次のように述懐している。「軍人関係は額が多

く、救護法によるものは額が少なかった……。それを

同額にするために、救護法で救護を受けている人たち

には緊急生活要綱をつくった。」

（５）小沼正『貧困――その測定と生活保護』102 頁（東

京大学出版会、1974 年）。
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活費実際所要額が 201 円以上の世帯が 32.7% に

達している（しかも１世帯当たり平均家族人員

は 3.7 である）。そして、援護の支給金総額は

前記の援護要綱に基づき「差当リ 2 億円ヲ支出

スル」こととした。

３　ＳＣＡＰＩＮ７７５覚書における支給金総

額の無制約原則と日本政府の対応

　日本政府が提出した「救済福祉に関する件」

を受けとったＧＨＱは、1946 年 2 月 27 日に有

名なＳＣＡＰＩＮ７７５号「社会救済に関する

覚書」を発した（６）。この覚書には無差別平等

原則、国家責任原則、公私分離原則、支給金総

額の無制約原則が謳われていると考えられる。

その中、支給金総額の無制約原則は生活援護の

基準と関わりがあり、その意味は、救済の予算

額に制限をつけず、必要に応じて無制約に財政

支出を行うことである。救護法から援護要綱ま

での救済行政は、予算による制約を強くうけて

いたのであり、この改善を求めたのがこの原則

である。

　ＳＣＡＰＩＮ７７５覚書を受領した日本政府

は、1946 年 4 月 30 日「救済福祉に関する政府

決定事項に関する報告」をＧＨＱに提出した。

この報告は無差別平等原則及び国家責任原則に

従うことを言明したうえ、標準世帯（１世帯５

人家族）の救済給与金については、「全困窮者

ニ対スル救済給与金ニ付テハ六大都市ニ於ケル

標準世帯（１世帯５人家族）ニ在リテハ月額

250 円ヲ給与ノ限度額トシ、其ノ他ノ市町村ニ

在リテハ一定ノ低減率ニ依リ給与額ハ一応ノ標

準限度額ヲ示セルモノニシテ給与ノ実際ニ当リ

テハ地方長官ヲシテ其ノ世帯ノ実情ニ即シ給与

額ノ増額ヲ為シ得ルコト」とした。

　総じて言えば、終戦直後の生活援護の基準は

二つの特徴があると考えられる。一つは、ＧＨ

Ｑによる公的扶助の「非軍事化」政策の要求に

応えるために、生活援護の基準は軍事扶助額に

相当する額によって定められていた。もう一つ

は、生活援護の金額があまりにも低額のもので

あって、それは従来の慈恵的、救済的な考え方

をそのまま継承したものであるということであ

る。

　Ⅲ　旧生活保護法における生活保護の

基準

　日本政府は戦災、引揚げ、離職等により公的

扶助を必要とする人々の急増という当時の社会

情勢に鑑み、それまでの救護法、軍事扶助法、

母子保護法、医療保護法及び戦時災害保護法等

といった分散化された救済関係法では適切な措

置を講ずることができないことから、ＧＨＱの

指示を踏まえ、生活保護法案を作成し、1946

年 7 月第 90 回帝国議会に上程した。47 条から

なるこの法案は無修正で可決成立し、同年９月

９日法律第 17 号として公布され、10 月 1 日か

ら施行された。この生活保護法（以下「旧生活

保護法」という）は 1950 年に現行の生活保護

法が制定されたことにより廃止されるまで、約

3 年半施行された。また一方、それと同時に、

1946 年 5 月 18 日、ＧＨＱ公衆衛生福祉局課長

代理のネフは局長サムズに「公的扶助；解釈及

び理解による公的扶助の容認」と題する報告を

提出した。そして、生活保護法の立案にかかわ

る官僚ならびに関係者に「助力する」ため、こ

の報告の中で「公的扶助」という覚書を添付し

た（７）。この覚書では公的扶助は「民主的政府

の措置」であり、「民主主義の基本原則に従っ

て矛盾なく運用しなければならない」ことを掲

（６）社会保障研究所編『日本社会保障資料Ⅰ』7 頁（至

誠堂、1975 年）。社会救済の原語は Public Assistance 

であり、後に公的扶助という訳語が用いられたように

なるのであるが、当時は社会救済となっていた。

（７）小野顕編『占領期における社会福祉資料に関する

研究報告書』124頁－126頁（社会福祉研究所、1978年）。
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げた上で、次の３点を示した。

　第一に、「公的扶助の被扶助者及び申請者の

権利」に関して、公的扶助を市民の権利として

とらえ、「疾病により、または失業によって、

経済的自立に達する能力または機会を失った者

は、市民として、及び人間としての権利の何も

のも失っていない。いかなる様式における公的

扶助についての申請者も、また受給者も、経済

的自立をした時と同様な権利を保持している」

とし、困窮者の具体的な権利の一つを「ニード

が決定された場合、各人の状況における変化が

あるまで、権利として一定の金額で扶助を受給

し、かつ、地域社会が認めうる最低限度のニー

ドを満す扶助を受給する権利」を挙げた。ここ

に初めて国民の最低生活の保障は国民の権利と

して認められなければならないという見解が具

体的に提示された。

　第二に、「公的扶助の被扶助者の義務」に関

して、被扶助者は「資産のリスト作成、及び将

来の雇用の展望を含めたその現状について、真

実を報告することを良心的に行わなければなら

ない義務」があるとした。

　第三に、「公的扶助の基本的基準」に関して、

「与えられる扶助額」は、「持ち合わせの住居、

燃料、衣類、菜園生産物、及び貯蔵食糧のよう

な資産をのぞいて、現在のニードと一致」すべ

きであるとした。また、公的扶助の基準は「同

一でない状況の者を同じように公平に扱うこと

を保証する」ものであり、政府に「行使できう

る自由裁量及び判断」を与えるべきであるとし

た。

　しかし、前述した日本政府の提出した旧生活

保護法案において、生活保護基準に関する規定

はないことに、ＧＨＱは何の疑問も示していな

かった。また、帝国議会で生活保護の基準に関

する論議も全然見られなかった。このことは、

日本政府の官僚、国会議員ないしＧＨＱは生活

保護基準の重要性を認識していなかったことを

示している。

１　旧生活保護法における生活保護基準の規定

　旧生活保護法には生活保護の「基準」という

文言はなかった。旧生活保護法第 10 条は、「保

護は、生活に必要な限度を超えることができな

い」と規定する。保護は保護を受ける者の最低

生活の保障にあるから、必要限度を超えて余裕

ある生活を営ませることは許されないというこ

とである
（８）。そうだとすれば、「生活に必要な

限度」が生活保護の基準であるとも言えるであ

ろう。また、旧生活保護法施行令第 10 条は「保

護のため支出する費用、生活保護法第一七条第

一項の葬祭費及び同条第二項の規定による葬祭

のため支出する費用の程度は、厚生大臣の認可

を受け、地方長官が、これを定める」と規定し

た。これによれば、生活保護の基準は、旧生活

保護法においては形式的には厚生大臣の認可を

受けて地方長官が決めることになっていた。地

方長官の決定は、実際には 1946 年 9 月 16 日、

厚生省発社第 107 号各地方長官宛厚生省社会局

長依命通牒「生活保護法による保護のために支

出する費用の程度に関する件」に示された「一

応」の「基準額」によって行われていた。この

通牒において保護の基準額という考え方が初め

て示されたと考えられる。具体的に言えば、市

町村は保護の種類に応じて示された最低生活に

必要な基準額の範囲内で保護費を支給する。被

保護者に特別の事由があり、基準額により難い

場合、「基準額を超えて保護に必要な額を支給

することができる」。即ち、「基準額を超えて支

給しようとする場合は、市町村長よりその世帯

の生活状況調査及び事由を具して地方長官に認

可の申請をさせる」。「基準額を超える額が基準

（８）臼井俊郎「生活保護法について」『警察研究』17 巻 10 号（1946 年）27 頁。
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額の二割以内の場合は地方長官これを認可して

差し支へない」、基準額を超える額が基準額の

二割以上を超える場合は、「地方長官は一件書

類を具して厚生大臣の承認を受けた以上これを

認可する」。さらに、「経済事情の変化その他の

事由により地方長官の定めた基準額を改正する

必要が生じた場合には、一件書類を具して地方

長官は厚生大臣の認可を受ける」（９）。保護支

給額の決定は「一応」この通牒に示された「別

表の基準額の範囲内」で市町村長の裁量に委ね

られていた。上述した「別表」は簡略であって、

しかも、それによる保護支給額の決定に「一応」

や「範囲内」などのような曖昧な用語を使った。

こうして、簡略かつ「一応」といったような基

準額に則って地方長官が保護の支給額を決定す

ることは、実際の保護支給額における地域差の

問題を解決するには有利であるが、保護基準の

全国的な公平性・統一性から、とくに公的扶助

における国家責任の原則からみて、果たして要

保護者の最低生活を保障することができるかは

大いに疑問がある。

　いずれにせよ、旧生活保護法第 10 条及び旧

生活保護法施行令第 10 条における保護の基準

規定は極めて抽象的である。日本国憲法第 25

条第 1 項の「すべて国民は、健康で文化的な最

低限度の生活を営む権利を有する」という文言

は旧生活保護法の中に明記されなかった。憲法

第 25 条を踏まえて制定された旧生活保護法が

その法文中に生存権を明記していなかったた

め、「健康で文化的な最低限度の生活」は生活

保護の基準の物差しになっていなかったという

ほかない。以上のことは、立法者が生存権保障

の思想をまだ十分理解できていなかったことを

意味する。

２　生活扶助費基準額の設定

　旧生活保護法上の保護の種類は生活扶助、医

療、助産、生業扶助、葬祭扶助からなっていた。

これらのそれぞれについて基準額が前記の通牒

に定められていたが、ここでは、改訂回数の最

も多い生活扶助費の基準額について検討するこ

とにしよう（10）。

（１）　第１次改訂から第 7次改訂まで

　第７次改訂までの６大都市５人世帯の基準額

は、C・P・S（国民の一カ月平均支出額）のお

よそ 20％という低いものであった（11）。旧生活

保護法は 1946 年 10 月から実施され、生活扶助

の基準額は 1947 年 11 月 1 日の第 7 次改訂まで

約 1 年間のうちに 5 回にわたり改訂されたが、

いずれもその時々の物価事情に応じ適当に補正

するといった程度のおおざっぱなものであっ

て、年に数回改訂しても追いつかない状況で

あった。具体的に、1946 年 3 月 13 日の 199 円

は要綱による援護の支給額であって、戦時中の

救済法規の中で最も高い基準額であった軍事扶

助法のそれが使われた。その基準算定方式とし

ては、標準生計方式が用いられた。これは「社

会通念による最小限度の衣食住の費用という考

えで、6 大都市における 5 人世帯の基礎標準世

帯を想定して、これに必要とする生活費を算定

し、これをその他の都市及び町村に一定の比

（９）内藤誠夫『生活保護法の解釈』139 頁－ 142 頁（日

本社会事業協会、1947 年）。

（10）「生活困窮者緊急生活援護要綱」実施以来、旧生活

保護法廃止までの生活扶助費基準額の改訂過程は次の

通りである。当初（1946 年 3 月 13 日）199 円、第 1

次改訂（1946 年４月 1 日）252 円、第 2 次改訂（1946

年 7 月 1 日）303 円、第 3 次改訂（1946 年 11 月 1 日）

456 円、第 4 次改訂（1947 年 3 月 1 日）630 円、第 5

次改訂（1947 年 7 月 1 日）912 円、第 6 次改訂（1947

年 8 月 1 日）1326 円、第 7 次改訂（1947 年 11 月 1 日）

1500 円、第 8 次改訂（1948 年 8 月 1 日）4100 円、第

9 次改訂（1948 年 11 月 1 日）4535 円、第 10 次改訂

（1949 年 5 月 1 日）5290 円。以上は 5 人世帯を標準に

算定した額である。全国社会福祉協議会編『民生委員

制度四十年史』303 頁―304 頁（社会福祉法人全国社

会福祉協議会刊、1964 年）。

（11）日本社会事業大学救貧制度研究会編『日本の救貧

制度』311 頁（勁草書房、1960 年）。



－ 6 －－ 6 －

率で逓減し、さらに 4 人世帯、3 人世帯という

ごとく人数により逓減する方式であった」（12）。

旧生活保護法の下では第 7 次改訂までこの算定

方式を踏襲した。厚生省当局者はこの算定方式

の設定理由について、「元来生活保護法の本筋

から申しますと……基準額を設ける必要は毛頭

ないのであります。と申しますことは市町村長

なり、民生委員なりが、最低生活を個々人の生

活の実態に即して適格に認定することが出来れ

ば、その認定通りに保護したらよいのであっ

て、何も基準額を定めるような必要は毛頭ない

ばかりでなく、寧ろこうした基準額を定めない

で実施することが、生活保護法の趣旨から申し

ましても理想的な姿である」が、行政上の「認

定の便宜」及び「認定観念の統一」の見地から

みて、「一応の基準額を定めた」と説明した（13）。

つまり、基準額は保護の程度の決定の指針であ

り、扶助額の算定にあたっての単なる目安とし

ての役割をもっていたとみられる（14）。要する

に、厚生省当局者は基準額の意味を理解してい

なかったのである。

（２）　第 8次改訂から第 10 次改訂まで

　1948 年 8 月 1 日に行われた第 8 次改訂は、

それまでの改訂とはまったく違う算定方法、即

ち、同時の労働運動が賃上げの方式として提起

した科学的、合理的な基準算定方式たるマー

ケット・バスケット方式を導入した（15）。これ

は厚生省が生活保護の基準の客観的な算定方法

の必要性を認識するに至り、生活保護の基準は

最低生活水準の同一性を保ちながら、国民の多

様な生活状態に対応したものであるため、でき

るかぎり恣意性を排除して客観的に算出されな

ければならないとして（16）、採用したものであ

る。その結果、６大都市の標準５人世帯の基準

は第７次改訂の 1500 円から 4100 円に大幅に増

額され、C・P・S の 20％から 37.6％となった（17）。

ともあれ、第８次改訂によって生活保護の基準

は以前より科学的に算定されるようになった。

この改訂は生活保護法の歴史においては画期的

な意味を有した（18）。

　これに続いて、第 9 次改訂では、性別、年齢

別、世帯人員別の基準額の組合わせ式が採用さ

れ、勤労控除、小額不安定控除が創設された。

第 10 次改訂では、年齢区分が簡素化され、妊

婦加算、母子加算、障害者介護加算が創設され

た。こうして、生活扶助費の基準額の算定は整

備された。

　Ⅳ　新生活保護法における生活保護の

基準

（12）小沼正、前掲書（注 5）108 頁。

（13）岡田好治『生活保護百問百答（第一冊）』101 頁－

102 頁（日本社会事業協会、1947 年）。

（14）高橋三男「小山さんと新法制定の二つの動機」厚

生省社会局保護課編『生活保護三十年史』307 頁（社

会福祉調査会、1981 年）。

（15）厚生省社会局保護課編、前掲書（注 14）458 頁―

459 頁（社会福祉調査会、1981 年）。この方式は、終

戦直後の労働問題により提起したことであり、最低生

活保護費の算定に採り入れられた。その具体的な内容

は、地域・世帯人員等に応じて、目標とする一定の生

活水準に適合するように、飲食物費、被服費、光熱費、

住居費などの各家計費目毎の所要量を生活科学上の知

識に基づいて合理的に積算方法である。最初はローン

トリーが 1901 年に発表した、英国ヨーク市の市民生

活調査により貧乏線に位する生計費を算定する際に用

いられた方法であることから、ローントリー方式とも

呼ばれ、また、日常生活上必要最小限度と考えられる

消費材のすべてを、マーケットに出かけて行って、バ

スケット（買物かご）の中に一つずつ取り入れていく

やり方に似ているところから、マーケット・バスケッ

ト方式とも呼ばれる。

（16）小沼正、前掲書（注 5）30 頁。

（17）1948 年 8 月 13 日発社第 94 号、社会局長「生活保

護法により保護等のため支出する費用の基準額改訂に

関する件」の中で通知した。厚生省社会局編『生活保

護法関係法令通知』192 頁－ 212 頁（厚生省社会局、

1949 年）。

（18）小山進次郎『改訂増補生活保護法の解釈と運用』

34 頁（中央社会福祉協議会、1951 年）。
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戦後日本における生活保護基準の法制化過程

　旧生活保護法の実施過程において、最低生活

の基準の設定は何回もの改訂により合理的に

なってきたが、保護の請求権観念に基づく国家

責任による設定の法的根拠を欠いていた。さら

に、生活保護基準の設定の改善につれて民生委

員の役割の限界は明白であった。こういった問

題に対処するために、日本政府は、旧生活保護

法の実施過程において数多くの通達を発した

が、旧生活保護法の枠組みの中では限界があっ

た。こうして、新しい生活保護法（以下「新生

活保護法」という）を制定しなければならない

という認識が高まっていく。新生活保護法案は、

1950 年 3 月 22 日第 7 回国会に上程されて、5

月 4 日法律第 144 号として公布され、即日施行

された。

１　新生活保護法案における生活保護基準に関

する国会論議

　最低限度の生活保護基準について、新生活保

護法案第 3 条は「この法律により保障される最

低限度の生活は、健康で文化的な生活水準を維

持することができるものでなければならない。」

と定め、また、第 8 条は「保護は、厚生大臣の

定める基準により測定した要保護者の需要を基

とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満た

すことのできない不足分を補う程度において行

うものとする。／前項の基準は、要保護者の年

齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保

護の種類に応じて必要な事情を考慮した最低限

度の生活の需要を満たすに十分なものであっ

て、且つ、これをこえないものでなければなら

ない。」と規定した。

　最低限度の生活保護基準の内容に関して、衆

議院において苅田アサノは、日本人の文化的で

健康的な最低生活の基準というのはどういうも

のかと質問し（19）、青柳一郎、岡良一も同趣旨

の質問をした（20）。また、参議院において中平

常太は、生活保護基準の実情は「健康で文化的」

という規定に比べ「本当に相去ること遠い」と

指摘した（21）。これらに対して、木村忠二郎政

府委員は、最低生活の基準について「一応抽象

的な規定をこの法には設けたのであります」、

「最低生活の線というものは、でき得る限り高

い線まで持って行きたい」が（22）、「そのときど

きの社会情勢によって違う」（23）、実際の生活

保護基準は憲法第 25 条に規定された文化的で

健康的な最低生活の基準に比して不十分であっ

ても「やむを得えない」であろうと答えた（24）。

木村忠二郎政府委員は、今後財政状況等をにら

みあわせて、逐次この基準を改善するように努

力するとの決意を表明した（25）。

　以上のような政府側の答弁に対して、衆議院

における態度は 3 つに分かれた。自由党の青柳

一郎、大石武一は理解の意を表した。大石は自

由党を代表して、「わが国の生活保護法は、わ

が国の経済に従って実施されなければならな

い。……将来の完成を希望しつつ、一歩一歩前

進して行くところにわれわれの政治の努力があ

る」のであると述べた（26）。これに対して、共

産党を代表する苅田アサノは、「まったく羊頭

狗肉を掲げておる状態」であると指摘し、単に

改正の名目だけをうたって、実質の伴わないよ

（19）「第七回国会衆議院厚生委員会議録」第 6 号、1950

年 2 月 16 日（法案の提出前の予備審査）、97 頁。

（20）「第七回国会衆議院厚生委員会議録」第 17 号、

1950 年 3 月 25 日、4 頁。

（21）「第七回国会参議院厚生委員会会議録」第 31 号、

1950 年 4 月 21 日、2 頁。

（22）「第七回国会衆議院厚生委員会議録」第 17 号、

1950 年 3 月 25 日、4 頁。

（23）「第七回国会衆議院厚生委員会議録」第 18 号、

1950 年 3 月 27 日、1 頁。

（24）「第七回国会衆議院厚生委員会議録」第 20 号、

1950 年 3 月 30 日、3 頁。

（25）同前（注 24）。

（26）「官報号外衆議院会議録」第 40 号、1950 年４月 23

日、1033 頁。
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うな法律」である本法案に全面的に反対する旨

の意見を表明した（27）。社会党を代表する岡良

一は、両者の中間に立って、「かかる理由によっ

てこの法案を否定することは、国民の最低生活

の保障に対する責任を回避するものと言わざる

を得ない」と述べるとともに、「羊頭を掲げて

狗肉を売る」という危惧をも表明し、生活保護

費の最低基準額の引き上げ、教育扶助費の引き

上げおよび育英資金の大幅な増額の希望を付し

た（28）。

　次に、衆議院において、丸山直友は最低限度

の生活保護基準の決定に関して、「審議会のご

ときものの設置ということは考えられるか」と

提案した（29）。これに対して、木村忠二郎政府

委員は、経済情勢が相当変化するので、基準の

変更を要するという事態が多い、このため、変

更を行う際、「それぞれの手続きをふむよりも、

なるべく早く措置するということが必要であ

る。しかもそれについては、財政方面との関係

も相当ありますために、審議会等の議を経ると

いうことについて、現在では手続上相当困難な

点があろう」と答弁した（30）。換言すれば、生

活保護基準は厚生大臣の権限と責任において決

定したほうがいいと主張した。苅田アサノは厚

生大臣の責任といっても、結局社会局の保護課

内の少数人が決めてやる形になる、それよりは、

広範囲の人達を網羅した機関、具体的に「もっ

と権威ある基準をきめる機関」、しかも「常置

的なものが設置される必要がある」と提案し、

そうでないと、「いつでもそれは国の財政の都

合では実現されないということになるので、そ

れでは国民が権利として与えられた最低生活の

権利というものが、実現できない」と強く批判

した（31）。

　なお、国会における生活保護基準の論議では、

今後その実施運用に関する問題が相当に触れら

れた。これが新生活保護法の実施過程で問われ

てくる。

2　新生活保護法における生活保護基準の規定

　新生活保護法第 1 条は憲法第 25 条に基づき、

「国が生活に困窮するすべての国民に対し、そ

の困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その

最低限度の生活を保障する」として国家責任の

原則を唱えると同時に、明確に最低限度の生活

の保障という概念を打ち出した。これは旧生活

保護法より大いに進歩していることは言うまで

もない。また、第 3 条は「この法律により保障

される最低限度の生活は、健康で文化的な生活

水準を維持することができるものでなければな

らない」として、「健康で文化的な生活」水準

を維持し得る程度のものをめどとしている。換

言すれば、人間としての生活を可能ならしめる

ような程度のものでなければならないというこ

とである。更に、第 8 条第 1 項は「保護は、厚

生大臣の定める基準により測定した要保護者の

需要を基とし、そのうち、その者の金銭又は物

品で満たすことのできない不足分を補う程度に

おいて行うものとする」として、健康で文化的

な生活基準（以下「最低生活の基準」と称する）

を規定した。旧生活保護法に比べ、新生活保護

法は健康で文化的な最低生活を保障する法目的

を明確にしたと同時に、生存権に基づく保護請

求権の確立に応じて、保護の要件及び程度を判

断する尺度としての最低生活の基準が初めて法

律に織り込まれた。

　最低生活の基準は、保護の内容である健康で

文化的な最低限度の生活を実質的に規定するも

（27）「第七回国会衆議院厚生委員会議録」第 29 号、

1950 年 4 月 19 日、4 頁。

（28）「官報号外衆議院会議録」第 40 号、1950 年４月 23

日、1033 頁。

（29）「第七回国会衆議院厚生委員会議録」第 21 号、

1950 年 4 月 3 日、1 頁。

（30）同前（注 29）。

（31）同前（注 29）、9 頁。
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戦後日本における生活保護基準の法制化過程

のであって、その適否は、法目的の達成と切り

離せない関係がある。最低生活の基準に関して、

客観的な最低生活の基準と実際に厚生大臣によ

り規定される生活保護基準とは同一視できるか

どうか、なお検討する必要がある。新生活保護

法制定の直後、政府側は、厚生大臣の定める基

準は、「要保護者の最低生活のための需要の大

きさを測定する『ものさし』である。生活保護制

度における最低生活とはこの基準により測定さ

れたもののほかはないのである」と解釈した（32）。

こうした解釈からみれば、まさに厚生大臣によ

る設定の基準が実質的な最低生活の基準に当た

ることを意味するものである。ひいては、厚生

大臣による設定の基準は、「内容上、生活保護

法の空白を埋めるために、厚生大臣が立法部に

代わって立法する」ものであると解すべきであ

ろう（33）。しかし、新生活保護法は、客観的な

最低生活の基準と厚生大臣による設定の基準の

関係について明瞭に定めていないため、その実

施につれて、客観的な最低生活の基準と厚生大

臣による設定の基準の関係に関する疑問が後日

に出てくる（34）。

　ところで、新生活保護法において、厚生大臣

による規定される生活保護基準は厚生省「告示」

の形式で設定せられている。ここで、告示の形

式で設定される保護基準が、法規命令の性質を

有するかどうかについての問題はともかく、少

なくとも生活保護基準は厚生省令の形式を採る

ことによって、行政権による委任立法の性格を

明確にさせる必要がある（35）。なぜならば、生

活保護基準の法的性格は単なる行政命令ではな

く、生活保護の請求権を保障するものであるか

らである。これを単に行政命令と解すると、実

際の保護が保護の実施機関の裁量に委ねられる

ことになり、保護の請求権の内容も実質的に低

下することになってしまう。

　Ⅴ　おわりに

　本稿は、戦後日本における生活保護基準の法

制化過程をたどり、今後の生活保護基準の改善

の整方向性の輪郭を提示しようとするものであ

るが、今後、法理論上で生活保護基準をどのよ

うな理念をもつものとして位置づけるか、とい

う基本問題、生活保護基準における法的統制、

という具体的な問題、また、比較法の視点から

の生活保護基準今後のあり方といった制度全般

の問題について、さらに詳細な検討を続けて行

（32）小山進次郎、前掲書（注 18）199 頁。

（33）園部逸夫「生活保護基準と司法統制」ジュリスト、

298 号（1964 年）、50 頁。

（34）朝日訴訟における一審と二審の判決の中で、生活

保護の基準に関する客観説と主観説が出てきた。客観

説によれば、そもそも最低生活の基準は「その具体的

内容は決して固定的なものではなく、通常はたえず進

展向上しつつあるものであると考えられるが、それが

人間としての生活の最低限度という一線を有する以

上、理論的には特定の時点においては一応客観的に

決定すべきものであり、またしうるものであるとい

うことができよう」（朝日訴訟東京地裁判決、1960 年

10 月 19 日、行裁例集 11 巻 10 号 2921 頁）。また、学

説として、厚生大臣により規定される保護基準は最低

生活の基準とは必ずしも一致しない、厚生大臣の規定

する基準はあくまでも制度上設定された最低生活の基

準の「測定基準」であって、客観的実体概念としての

最低生活の基準とは本質的に異なるという見解がある

（古賀昭典編『現代公的扶助法論』法律文化社、1990 年、

191 頁）。こうして、客観説からみると、最低生活の

基準の内容については、憲法及び生活保護法は具体的

に定めていないが、特定の時点においてそれは客観的

に存在する。一方、主観説によれば、生活保護法が保

護の基準の設定につき厚生大臣を拘束する具体的決定

的な規定を設けなかったのは健康で文化的な最低生活

基準は「抽象的な概念であって」、かつ、「決して固定

したものではなく、しかも多数の不確定要素の把握綜

合の上に定立されなければならないものであって、こ

れを固定的拘束的概念で狭い範囲内に膠着させること

が不適当なため」、その具体的な内容は厚生大臣の裁

量に委ねるものと解すべきである（朝日訴訟東京高裁

判決、1963 年 11 月 4 日、行裁例集 14 巻 11 号 1963 頁）。

なお、最低生活の基準について、現在でも争点となっ

ている。

（35）園部逸夫、前掲論文（注 33）50 頁。
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きたいと考えている。


